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研究要旨

［目的］病院における就労支援策を企画するためのチーム研修を立案し評価すること、先行

研究班が実施してきた、前向き観察研究の最終評価と解析を行い、それに基づき、がんの疑

いの時点に地域で関わる医療者の離職予防の介入の実行可能性について評価を行うことを

目的する 

［方法］患者ヒアリングに基づき「がん治療による働きにくさ対応ヒント集」を作成する。

がん診療連携拠点病院におけるフォーカスグループインタビュー、エキスパートミーティン

グにより多職種医療者によるがん就労支援促進のためのアクションチェックリストを開発

する。がん専門病院に受診する患者を対象に、がん診断から 2年後まで継時的に追跡調査を

行い、診断初期からの離職状況、離職の背景となる要因、復職の阻害要因、就労継続・復職

にあたり医療者が果たすべき役割などを検討した。がん診療連携拠点病院・労災病院におけ

るがん患者への就労支援実態調査を実施した。 

［結果］実態調査の結果と患者対象前向き観察研究の結果を踏まえ、「仕事と治療の両立 お

役立ちノート Draft版」を、患者ヒアリングに基づき、「患者さんのための＜がん治療によ

る症状で困ったときの職場での対応ヒント集＞」を、医療者インタビューに基づき、「多職

種医療者によるがん就労支援促進のためのアクションチェックリスト」を作成した。 

［結論］病院ぐるみの就労支援に向けては、日々の臨床実践の中で、各職種が専門的な役割

機能を発揮し、患者の就労関連情報を共有しながら連携して取り組むことの重要性および、

がんの疑いの説明を受けた段階から初期治療後までに、離職予防を目的とした介入は、がん

検診等を実施する地域の医療機関で開始し、初期治療を実施する専門病院が継続支援を行う

必要性が示唆された。 
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A.研究目的 

がん患者の就労継続、就労と治療の両立

のための支援が求められているが、病院に

おける具体的なアクションは確立されてお

らず、体制が異なる病院において、画一的

な支援プログラムの実施は非現実的であり、

施設特性に応じた支援策が必要とされる。

また、これまでのがん患者の離職防止に関

する研究は、後ろ向き研究が主であり、治

療の時間軸別にみた介入方法や効果を検討

したものはない。 

そこで、1)病院における就労支援策を企

画するためのチーム研修を立案し評価する

こと、2)先行研究班が実施してきた、前向

き観察研究の最終評価と解析を行い、それ

に基づき、がんの疑いの時点に地域で関わ

る医療者の離職予防の介入の実行可能性に

ついて評価を行うことを目的する。 

 

B.研究方法 

「患者さんのための＜がん治療による症

状で困ったときの職場での対応ヒント集

＞」について、国立がん研究センターがん

対策情報センター「患者・市民パネル」を

対象に実施した、「がん治療による働きに

くさ対応ヒント集β版」に対する評価デー

タ（計 44名）を用いて自由記述意見の分析

を実施した。 

多職種医療者によるがん就労支援促進の

ためのアクションチェックリストの開発は、

全国がん診療連携拠点病院 8施設において、

多職種医療者計 84 名およびがん患者計 13

名を対象に、フォーカスグループインタビ

ューを実施し、102 例の好事例が収集され、

KJ 法を用いて分類、さらに臨床家と研究者

からなるエキスパートオピニオンに基づい

て検討をおこなった。 

がん患者の仕事と治療の両立に関する調

査研究については、平成 27年 8月から平成

30 年 6 月の間に、がん専門病院 2 施設に受

診する患者を対象に、がん診断から 2 年後

まで継時的に追跡調査を行い、①診断初期

からの離職状況、②離職の背景となる要因、

復職の阻害要因、③就労継続・復職にあた

り医療者が果たすべき役割を検討した。 

 

がん診療連携拠点病院・労災病院におけ

るがん患者への就労支援実態調査について

は、平成 29 年 10 月に全国がん診療連携拠

点病院および労災病院 451 施設に調査票を

用いて実態調査を行った。 

 

C.研究結果 

 患者さんのための＜がん治療による症状

で困ったときの職場での対応ヒント集改訂

第一版では、就労していくにあたり、治療

の副作用や合併症により引き起こされる症

状への患者の主な対処方法の実態は、＜主

治医と相談できていない＞（71.4％）と＜

職場では我慢する＞（37.0％）と回答され

た。これらの結果を踏まえ、改訂第一版の

構成は、「ステップ 1：自分の困っている症

状について考えよう！ がん体験者の工夫

から」「ステップ 2：主治医に相談しよう！」

「ステップ 3：職場へ配慮を求めよう！」と

した。他の患者体験談を通して、自身が困

っている症状について自身で考えることに

よって、主治医から医学的なアドバイスを

もらいやすいよう、その上で職場に配慮を

お願いできるよう促す構成とした。 

多職種医療者によるがん就労支援促進の

ためのアクションチェックリストの開発に

ついて、全国がん診療連携拠点病院におい

て、多職種医療者およびがん患者計を対象

に、フォーカスグループインタビューを実

施し、収集された好事例より、臨床家と研

究者からなるエキスパートオピニオンに基

づいて、支援内容の構造化と統合化によっ

て検討し、9領域（施設全般、全職種、主治

医、看護師、薬剤師、栄養士、理学/作業療

法士、ソーシャルワーカー、事務員）、計 47

項目のアクションフレーズに整理され、就
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労支援のためのアクションチェックリスト

の原案を作成した。 

がん患者の仕事と治療の両立に関する調査

について、がん専門病院 2 施設に受診する

患者を対象に、がん診断から 2 年後まで継

時的に追跡調査を行い、①診断初期からの

離職状況、②離職の背景となる要因、復職

の阻害要因、③就労継続・復職にあたり医

療者が果たすべき役割を検討した。現時点

では、早期の結果のみ判明しているが、が

んの疑いの説明を受けた時点から 6 か月の

間に、約 18％の患者が離職ないし離職を考

慮していた。診断初期のがん患者の主たる

支援ニーズは、①診断初期には、患者は本

来受けられる支援の情報を持っておらず、

その情報を求めていること、②治療に要す

る時間等のがん治療の標準的な情報であっ

た。また、がん患者の多くは小規模事業所

の従業員であり、そちらへの支援も重要で

あることが示唆された。 

がん診療連携拠点病院・労災病院におけ

るがん患者への就労支援実態調査として、、

全国がん診療連携拠点病院および労災病院

451 施設に調査票を用いて実態調査を行い、

235施設の代表者（回収率 52.1％）と、258

施設 978 名のがん専門相談員より回答を得

た。主な結果は、2016 年度に就労に関する

相談実績を有する施設は 173施設（73.6％）、

②新規相談件数の中央値は 10.0 件（最少 1

件、最大 185 件）であった。尚、支援体制

と相談実績の関連は、緩和ケアスクリーニ

ングを用いた就労支援ニーズ確認（複数

回）あり（29.3％）、社会保険労務士もしく

はハローワーク出張相談と相談部門の協働

体制あり（52.8％）が有意に高かった（P＜

0.01）。医療機関における就労相談の実績は

がん拠点病院でも限られていた。一方で緩

和ケアスクリーニングや労働問題専門職の

院内配置により相談実績が高い傾向がみら

れ、今後の両立支援プラン策定に際しては、

潜在的なニーズの掘り起こしを検討してい

く必要性が示唆された。 

 

D．考察 

ヒント集改訂第一版で紹介している患者

体験談は、がん種、治療段階、年齢、性別、

職種ななどといった患者背景を網羅してい

るとは言い難い。より多くの患者に活用し

てもらうためには、今後も継続調査し、豊

かな事例収集を地道に実施し、改訂してい

く必要性がある。また、症状が就労に及ぼ

す影響や対応方法について、患者から主治

医に相談して助言を得るということが実は

なかなか困難であることも確認された。 

がん患者の就労支援のためのアクション

チェックリストの原案の妥当性を検証する

ため、今後は、全国のがん診療連携拠点病

院の多職種医療者を対象に、大規模アンケ

ート調査を実施していく必要性があると考

えられた。。 

がんの疑いの説明を受けた段階から、初

期治療後までに、一定数のがん患者が実際

に離職したり、しないまでも離職を考慮し

ていたことから、離職予防を目的とした介

入は、がん検診等を実施する地域の医療機

関で開始し、初期治療を実施する専門病院

が継続支援を行う必要性が示唆された。 

医療機関における就労相談の実績はがん

拠点病院や労災病院でも限られていた。一

方で緩和ケアスクリーニングや労働問題専

門職の院内配置により相談実績が高い傾向

がみられ、今後の両立支援プラン策定に際

しては、がん診断初期から経時的に行う潜

在的なニーズの掘り起こしの必要性が示唆
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された。 

 

E．結論 

 ヒント集について、就労場面の症状対応

にむけた患者のセルフケアや、主治医や職

場とのコミュニケーションに実際に役立つ

かどうか、利用する患者、医療者、職場関

係者による評価が必要であると考える。 

病院ぐるみの就労支援に向けては、日々

の臨床実践の中で、各職種が専門的な役割

機能を発揮し、患者の就労関連情報を共有

しながら連携して取り組むことの重要性が

示唆された 

実態調査の結果と患者対象前向き観察研

究の結果を踏まえ、「仕事と治療の両立 お

役立ちノート Draft 版」を作成した。平成

30 年度はお役立ちノートを用いて、がん診

断初期から行う仕事と治療の両立支援の有

用性検証を行う予定である。 

国立がん研究センター東病院・神奈川県

立がんセンターにおいて、約 400 名の患者

を対象に前向き観察研究を実施中である。

平成 30 年 6 月には、2 年目（第 3 回）の追

跡調査が終了予定である。調査が終了次第、

1）がんの部位・治療内容との相関を分析す

るとともに、治療の時間軸に沿った患者の

支援ニーズの変化と、2）就労継続を困難に

している要因について、患者の視点に加え

QOL尺度等を用いた詳細な分析を行い、がん

患者の離職予防プログラムの作成を目指す

予定である。 

 

F．研究発表 

なし 

 

G．Ｆ．健康危険情報 

なし 
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